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1.緒言

農民の権利が闇際的な場において初めて議論されたの

は 1979年の国際連合食糧農業機関 (Foodand Ag1'iculture 

O1'ganization，以下 fFAOJという.)においてであった.

そこでは，1近代育種家は知的財産権によって新品種の利

益を確保できるが，遺伝資源の提供者である農民にはこ

のような保障制度がないj という現状に関する認識から

農民の権利が議論された (εsquinas1998). 

農民の権利という用語を最初に用いたのは，現在ETC

グループと呼ばれる NGOの活動家の PatMooneyとCa1'y

Fowlerであった.彼らは 1980年代の前半から半ばにか

けて「新品種に対して育穏家の権利を認めるのであれば，

農民の権利もあってしかるべきであるJと主張した

CBjornstad 2004). その理由として，現代の育種家は新品

種の開発においてこれまでに蓄積されてきた食料農業植

物遺伝資源 (Plant Genetic Resources fo1' Food and 

Agriculture，以下旬GRFAJという)にわずかに手を加

えたに過ぎないこと，開発途上国の農民は育種家である

だけでなく，農業生産を通じて PGRFAを長く保全して

いることを指摘した.さらには，農民が改良してきた法統

的な品種に対する名称として，その地で自然に生まれたと

誤解されるランドレース(Iandraces)ではなく，農民の品

種 (fa1'mers'varieties)を使用するのが適切とした.その

後，彼らは，主にFAOの植物遺伝資源委員会(Commission

on Plant Genetic Resources 以下 iCPGRJ という)など

の国際会議の場で，開発途上国の農民の意見を代弁する
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立場で農民の権利を主張し始めた.

本論文においては，わが毘における農民の権利の実現

方策を探るため以下のような検討を行った.すなわち，

PGRFAに対する農民の権利の考え方を創出するに歪った

理由，農民の権利の定義ならび7こ農民の権利の種類につ

いて， FAOや生物多様性条約 (Conventionon Biological 

Diversity，以下 iCBDJという.)における農民の権利の

議論や「横物の新品種の保護に関する国際条約」

CInternationaI Convention for the Protection ofNew Varieties 

ofPlants，以下 iUpov条約」という.)における育成者

の権利の認知に伴う議論を検証しつつ，さらに「食料農

業植物遺伝資源条約JCrnternationaI Treaty on P泌氏Genetic

Resources for Food and AgricuIture，以下 fITPGRJという.

2004年 6月発効.)等に関する議論を踏まえて考察した.

また，利益配分を通じた農民の権利の実現の事例やイン

ドにおける国内法に基づいた農民の権利の実現の事例を

示しつつ，わが国における農民の権利の実現にむけて閣

としてとるべき方策等について提案した.

提案に当たっては，農民の権利の対象となる農民につ

いては，原出としてわが匿の農民としたが，本論文で提

案する事項の多くがITPGR前文および第9条で、髄われて

いるように PGRFAの起源、および多様性の中心地である

開発途上閣の農民を含めたすべての地域の農民を対象と

することができるものであった.また，農民が担う役割

については，国 1Vこ示したように， PGRFAである育種素

材の保全および提供，ならびに品種の育成だけではなく，

撞苗の流通・販売，収護物の耕作・生産，および食料の

消費など，極めて多様であると考えられる.そのため，

わが閣における農民の権利の実現策を提言する場合には，

これらの多様な役割に焦点、を当て，農民の選択の幅を拡

大して農民の権利の実現をより促進するようにした.
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2. 農民の権利の出発点と考え方の歴史 合わせに法的拘束力はない.さらにPGRFAを定義し，①

農民の権利の考え方の歴史は，表 lに示したように，

PGRFAに対する考え方の異なる三三つの側面に分けて考

えることができる.第 lは， PGRFAを人類共有の財産

(Common heritage of mankind)としてきた FAO，第2は，

PGRFAには障が主権的権利を持っとする CBD，第3は，

PGRFAのうちの新品種を育種家の私有財産と捉える知的

財産権制度である以下においては， FAOおよび知的財

産権制度の側面における議論を中心に検討する.

(1)農民の権利の定義と議論の開始

農業のための植物違法資源を植物育種や研究目的で探

索，保全，評価および利用することを将来に向けて確保

するため， FAOは 1983年の総会において CPGRを設立

するとともにf植物遺伝資源に関する国際的申し合わせj

CInternationalじndertakingon Plant Genetic Resources，以下

「申し合わせ」という.)を採択し PGRFAは人類共有の

期産で自由に利用されるべきであるとした.なお Eわし

盛遊登笠
すべての人

血盤会笠
ジーンバンク
(幾民)

皇盆盤笠
ジーンパンク
(燦民)

毘 1.PGRFA fこi認する良民の多燥な役割

表 1.農民の権利の歴史

FAO 

(人類共有財産)

1960~f~ 

lヲ70:if.代
1979年FAO良民の機利
の議論開始

1983年FAOFIヨし合せ採択
1980空手f¥ 1989年Etし合せ決議

付属書 1，II 

1990年代
1991年中し合せ付属書盗
1994年申し合せ改正開始

2001年ITPGR採択

2000年代
2001年インド法
2007年先住民族に係る
関連宣言

現在栽培されている品種および新たに開発された品種，

②栽培されなくなった品穣，③在来品種，④近縁野生種，

⑤育成中の系統等が含まれるとした. ここで重要なこと

は， この PGRFAの定義には新品種も含まれるとされた

ことである. これに対して，主要な先進国は，新品種が

PGRFAの定義に含まれると，新品種が自由に利用され育

種家の権利が侵害されるとして異議を唱え，$し合わせ

に参加しなかった (CPGR1987) .一方，開発途上国は

PGRFAを保全してきた農民の貢献を認めるべきであると

主張した このため， FAOは申し合わせを補完する作業

を行い， 1989年にじPOV条約の育成者権は申し合わせと

両立すること，フリーアクセスとは無料を意味しないこ

と(付属蓄1)，および農民の権利の概念を認めること

(付属警II)を決議した.また， 1991年には農民の権利

は植物遺倍資源に関する閤際基金を通じて実現されるこ

と(付属書III)を決議した.

この付属蓄Eにおいて農民の権利は， r農民による過
去・現在・未来における植物遺倍資源の保全，改良およ

び利用問での，特に原産地および変異の中心地域におけ

る農民の貢献に由来する権利j と定義された. さらに，

この権利は， r現在および将来の農民のための受託者
(trustee) として国際社会に与えられるJものとされ，世

代を越える集団としての権利と位置付けられているとい

えるが(磯崎 2000)，具体的な内容については明確にさ

れなかった

1992年に CBDを採択するために開催されたナイロピ

会議の決議3において農民の権利の問題は， FAOにおけ

る申し合わせを中核とした PGRFAの保全・利用に関す

る国捺的枠組みの中で解決策を見出す必要があるとされ

たこれを受けて， FAOは， 1993年に申し合わせを CBD

に整合させることと併せて，農民の権利を実現すること

を目的として申し合わせを改正することを決議し 1994

年から具体的な改正{乍業を開始した すなわち，$し合

生物多様性条約 知的財産権jM度
(国の主権的権利) (私有財産)

1961年UPOV条約採択

1973年欧州特許条約
1978年UPOV条約

1991 年生物多様性条約 1991年UPOV条約
1994 ij三TRIPS協定

2010年代 2010年名合展議定書



食料決業他物i立伝資源における E!H~の権利 3 

わせに替わる CBDに整合した新しい国際制度を創設す

る作業主ど開始した.

(2) UPOV条約における農良の権利(育種家の権利と農

民の権利)

1961年に採択された UPOV条約は，植物の新品種を保

る基本原則を定めており，脊種家の権利を闇諜的に

認めた条約と言うことができる. 2009年 10月現在:， Eじ

68か国が加入しており， 1978年条約 (23カ国加

入〉と 1991年条約 (44カ国と l地域が加入)がある.

雨条約とも品種が新規性，区別性，均一性，安定性の

要件等を満たして登録された場合には，育成者に一定の

期間，独占排他的な知的財産権である育成者権が与えら

れる. この育成者権の効力は，登録品種を業として利用

する行為，つまり登録品種の種苗を生産し，譲渡し輸

出し輸入する行為等に及ぶ. しかし，育成者権の効力

が及lまない例外的な行為として，登録品種を育種目的で

使用する行為や農家の自家増殖等が認められている. ま

た，業としての利用に隈られるので，偲人的あるいは家

庭的な使用には，育成者権の効力は及ばない(農林水産

省 2009).なお，保護対象植物は 1978年条約の 24種類

以上から 1991年条約で、は全植物に，有効期間は 1978年

条約の登録から 15年以上から 1991年条約では20年以上

に拡大され，育成者権の強化が簡られている.

農家の自家増殖とは，農業者が収穫物の一部を次年度

の作付け用の種商として{吏用することをいう(農林水産

省、 2009). 1978年条約には農家の自家増殖に関する規定

はないが，農家が自家採種した種子を貯蔵し，翌年に再:

し，交換することは認めていると解釈されてきた

は100reand Tymowski 2005).一方， 1991年条約では第 15

条2項(農民の特権:farmer's privilege)において農家の

自家増殖を育成者権の任意的例外として規定し合理的

な範盟内で，かつ，育成者の正当な利益を保護すること

を条件として認めている.たとえば， Eじでは 1994年に

iillJ定した巳U品種権規則jにより，原則として農家の自家

治植を認めないが，例外として小克稲，ばれいしょ

21種類の主要農作物については，育成者に対する一定の

補償金の支払いを義務付けた上で、自家土居植を認めている.

ただし一定の小規模農家については，補償'金の支払い

が免除される(農林水産省 2009).また，農家の自家i曽

殖は自己の経営地において栽培して得た収穫物を自己の

経営地において種苗として使用する場合にのみ認められ

るため， 自家採種した登録品種の種子を他の農家と交換

することはできない(UPOV2004) .なお， 1991年条約

~~ 15条 l項(i )は，育成者権の義務的例外として，私

的にかつ非商業的目的で行われる行為には育成者権は及

;まないと規定している.このため，農家が自給自的で登録

品種の種子を自家増殖することは自由である (UPOV2004).

以上のように 1991年条約は 1978年条約に比較して

良民の権利をより制捜する内容になっている.このため，

たとえばノルウェーでは農家が使用する穂子の約25%が

農家の自家採種したものであり (Bjornstad2004) ，育種

家の権利と農民の権利のバランスを取る必要があること

を理由に 1978年条約のメンバーにとどまり， 1991年条

約には加入していない (Andersen2009) . 

(3) 1$し合わせj改正作業における農民の権利の議論

1996年に開催された第3回臨時食料農業植物遺伝資源

委員会 (Commissionon Genetic Resources for Food and 

Agriculture，以下 ICGRFAJという.)において，農民の

権利の内容に関する 15項目の提案が開発途上国からなさ

れた.

国際的な対応、を必要とするものとして，①国際基金の

設置，②農民の慣行や伝統的知識 (TraditionalKnowledge， 

以下 ITむという.)の特別の保護制度の確立，③間際

的なアクセスと利益配分 (Accessand Benefit Sharing，以

下 IABSJ という.)の制度の確立の 3つが提案された.

また，隈内的な対応、を求めるものとして，①種子の保

存・利用・交換・販売など農民慣行の保護，②知的財産

権制度，種子法等の改正による農民慣行を阻害する要閣

の除去，③PGRFAや TKに対する農民や地域社会の集

団的な権利の保護， @PGRFAの科用から生じる利益の

配分のための特別の保護制度の確立，⑤TKを支援する

農民の能力開発や研究の推進，@政策の決定や実行段階

での農民や地j或社会，特に女性の参画の 6つであった

(CGRFA 1996). 

最終的には，上記の提案をもとに 1999年に開催された

第 8回 CGRFAにおいて農民の権利に関係する条文案が

合意された (FAO1999). この条文案は 2001年に採択さ

れた!TPGRにおける農民の権利に関する主要条文である

第 9条となった.

(4) ITPGRにおける農民の権利

ITPGRにおける農民の権利に関する条文は，①前文，

②第9条，③第 13条 3項と第 18条 5項である.前文で

は， PGRFAを保存し改良し，提供するものとして農民

の役割を分類している.国 2に示したように， PGRFAに

育成者権→

特許権

農民の権利→

新品種

遺伝子組換え品種

既存品種

在来品種

(農民の品種)

雑草種

野生種

図2. 段民の権利の対象となる PGRFA
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は自然、に存在する近縁野生種や雑草穣から人による改良

が進んだ新品種や遺伝子組換え品種まで広く含まれる.

しかし前文の趣旨からすると，農民の権利の対象とな

るPGRFAは，産接的には農民が長い期間にわたり保存・

改良してきた在来種や既存品種であると考えられる.

Brush (2005)は近縁野生穏が対象となるかどうかについ

ては，農民がその保全や利用に貢献していたかどうか明

確でないとしている.

第9条第 l項において，世界のすべての地域の農民お

よび地域社会・先住民社会がPGRFAの保全と開発に果

たしてきた大きな貢献を認めている.そして，開条第2

演において農民の権利を実現する責任は各国政府にある

とされたことで，開発途上国側が当初求めていた農民の

権利を国際的に認知された知的財産権として認めるとい

う議論に対して一つの結論が出された(IPGRI2003).つ

まり，農民の権利が伺を対象とし，誰に与えられるのか

等が明確でなかったため，闇際的な知的財産権としては

認められなかった (Brush2005). 

また， ITPGRは第 9条 2項において， (a) PGRFAに関

連する TKの保護， (b)利益記分を受ける権利， (c) 

思決定に参画する権利の 3つが農民の権利に含まれると

している さらに，同条3項においては，自家採種した

種子を貯蔵し，利用し，交換し，販売することを農民の

持つ権利としている. しかし， この開条3項には，国内

法令に従いかつ適当な場合という条件が付されているた

め，たとえば，知的財産権で保護された横物品種の自家

採種の場合には，各国は閣内法によりこの権利を制限し

て自家採穫を禁止するか，認めたとしても交換，奴売を

禁止する等の柔軟な閣内対応が可能な規程となっている.

Bjornstad (2004)は，開発途上国は ITPGRにおける交

渉を通じて，当初の要求を中程度に達成したとした.す

なわち，農民の権利の実現は国際的な義務とならなかっ

たこと，知的財産権で保護された品種の農家貯蔵種子を

使用，交換，販売等する農民の権利がどこまで認められ

るのかあいまいな決着に終わったこと等は当初の主張が

認められなかったものの，意思決定への参画や利益配分

を受ける権利については当初要求が認められたためであ

る.一方， European Seed Association (2008)は， ITPGR 

第9条の農民の権利は農民に対して無条件の権利を与え

ておらず，単に農民が国レベルで、与えられる権利を制捜

しないとしているだけであるとして，全面的に支持して

いる.しかし， NGOのGRAIN(2000)はITPGR第9条

には農民の権利に対する明確で実質的な国際的約束が無

く，農民の権利の実現は各閣政府の裁量となっており，

当初求めていたものはほとんど除外されているとしてい

る また， ETCグループ (2001)は， ITPGR第9条は農

民の権利を国擦的に実現していく道筋を示しておらず，

特に食料への権利 (TheRight to Food)といった国捺的に

も重要な人権問題の側面が無視され，拘束力のない前文

における記載になったことから，今後，国際連合の人権

委員会に農民の権利の問題を持ち込む必要があると批判

している

以上のような関係者の評価の違いから， ITPGR におけ

る農民の権利に関する記述は， FAOにおける農民の権利

に関する議論が関係者の間で必ずしも十分に深まること

なく決着したことを反映したものと考えられる.

(5)その他の国際機関における農民の権利の議論

PGRFAは育種素材であるだけでなく，農民が生きてい

くのに欠かせない食料生産のための生産資材(種苗)あ

るいは食料および食の文化遺産といった多くの側面を

持っている. このため，人権に関わる援数の国臨機関で

も農民の権利に関係する議論がなされてきた.

食料への権利 (Theright to food)は，世界人権宣言

(Universa1 Dec¥aration of Human Rights)が 1948年に国際

連合総会(以下， !闇連総会Jという.)で採択されて以

来，その第 25条 l項において認められてきた (FAO

2002). 2009年に国連総会に提出された食料への権利に

関する報告(菌連総会 2009)によると，人権の観点から

食料への権利を実現するためには，開発途上国の農民が

必要な食料とその食料生産の手段の一つである種子を確

保できることが重要であるとしている.また，開発途上

閣の農民は，種子を入手する場合，商業市場を通して行

うよりも農民自身による自家採穏や農民栢互関の交換や

売買等に依存する割合が高く，その割合はたとえばバン

グラデシュとインドネシアではそれぞれ 62%と74%と

している.そして， ITPGRの農民の権利を実現するため，

各国はこのような農民自身による種子篠保の慣習を支援

すべきとしている.

2007年に国連総会で採決された「先住民族の権利に関

する国際連合宣言(UnitedNations Dec¥aration on the Rights 

of Indigenous Peop1es) Jの第 31条において，先住民族は

文化遺産としての遺伝資源や種子およびTKとしての動

植物の特性に関する知識等を維持し，管理し，保護し，

開発する権利を持っていることが明記されている (WIPO

2010) .なお， この宣言は 1982年に起草が始まったが，

先住民族の伝統的な土地に存在する天然資源の管理に関

して特定の閣が懸念したため，進捗が遅れた.採決にあ

たって， 日本は賛成したが，オーストラリア，カナダ，

ニュージーランド，アメリカ合衆国は圏内にかなり多く

の先住民族人口を持つことから反対した.なお，国際連

合総会決議には国際法上の法的拘束力はない.

また，先住民の権利と対で使用される権利として地域

社会の権利がある アフリカ統一機構 (OAじ)が2000年

に作成した「地域社会，農民および育種家の権利の保護

並びに生物資源へのアクセスの規制のためのアフリカモ

デル法Jにおいては，多民族で構成されるアフリカ

にとって重要である権利として地域社会の権利を「慣習

や伝統等により一定地域の違法資源や知識等に所有権を

有する人の集屈である地域社会が有する権利jと定義し，
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天賦の権利として認めるとともに，その権利の一部とし

て農民の権利を認めている.

3. 農民の権利の種類

(1)これまでの分類

EC (2002)によると農民の権利はさまざまな意味で用

いられるが，意味を明確にするためには次のニつの概念

に分けて考える必要がある.すなわち，第 lは，食用作

物品種などの開発や生物多様性の保全に農民が先祖代々

してきた貢献に報いるための一連の措置としての農

誌の権科であり，①PGRFAの保全・改良に関する支援

けること，②PGRFAの利用から生じる利益の配分

けること，③種子を保存し，使用し，交換し販売

ることが含まれる.第2は，狭い意味における，植物

育成者権や特許の例外としての農民の権利であり，知的

財産権で保護された品種の種子を保存し，使用し，交換

し，販売することが含まれる. UPOV条約における農家

の自家増殖は， この狭い意味での農民の権利のー形態で

あるとしている

Ramanna (2006)はこれをさらに明確化し，農民の権

利を知的財産の一形態としての農誌の権利 (Fanners'

Rights as a form of intellectual prop巴町， 第 l類型) と， 開

発機としての農民の権利(Farmers'Rights as a development 

right，第2類型)に分類した‘この分類に従えば， ITPGR 

第9条で規定されている農民の権利はすべて第2類型に

入る.第 l類型については，各国における知的財産権の

確立の問題となるため，国内対応となる.なお，西JII(2005) 

は，開発の考え方は，近年，経済成長至上主義から人間

開発を目的とすることに大きく転換したとしている.そ

して，人間開発における揮発とは，人々の選択の!憶を拡

大する過程であり，できるだけ多くの住民の参加を通じ

て開発の実現とその持続性が担保されるべきであるとし

ている.

Ranjan (2009)は，農民の権利を次の三三種類に分類し

ている.第 lは農民の過去の貢献から生じる狭義の権利

であり，たとえば農家貯蔵稜子を保存し，使用し，交換

し販売する権利が含まれる.第2はj宣伝資源の提供に

対して補償を受ける権科，つまり利益配分の権利である.

第3は肯定的な権利 (positiverights) ，つまり農民が開発

した品種が保護・登録される権利であり，高業的育種家

と同等の権利が与えられる権利であるとしている.

Helfer (2002)は，品種保護に関する知的財産権の視点

から農民の貢献に報L、る措置を次の 3種類に分類してい

る.第 1は既存の知的財産権の例外措置，第2は既存の

知的財産権法を修正して，農民が栽培する品種の独占権

る捲寵，第 3は知的財産権制度によらないで農民

の貢献に報いる補償・利益配分措寵である.

一次的権利:農民
の慣行と伝統的知識¥ 農民の
の保護に関する権利 ¥ 貢献度

ニ次的権利:利益配分に参加する
権利、意志決定に参画する権利

三次的権利:食料の権利、先住民の権利 ¥ 低

国3.農民の権利の分類

(2)本論文における分類

上記のこれまでの分類では 農民の権利の発生源であ

る農民の貢献の程度，つまり貢献度が考慮されていない

このため，筆者らは，貢献度に応じた農民の権利の優先

的な実現が可能となるよう 図3のように分類すること

を提案する すなわち，一次的権利:種苗の利用に隠す

る農民の慣行の維持およびその慣行の維持に不可欠なTK

の保護に係る権利，二次的権利:利益配分への参加およ

び意思決定への参画に係る権利，三三次的権科:食料への

権利および先住民族・地域社会に係る権利の3分類である.

農民の権利は， FAO申し合わせ付属書Eに示されてい

るように「過去，現在および、将来における PGRFAの保

全，改良および利用面での農民の賞献jに由来する権利

である. ITPGR第9条 l項においても， r役界の食料お
よび農業生産の基礎となる PGRFAの保全および陪発に

対してこれまで、農民が果たしてきた，また今後も果たす

であろう多大な貢献Jを認めている.築者らはこの農民

の貢献から最初に発生する権科を一次的権利として定義

し， PGRFAを復帰し，選抜・改良し，翌年の作付けのた

めに保存し，交換し，提供し販売するといった農民の

横行を維持する権科を一次的権利に分類した(ITPGR第

9条3項に対応).また，この慣行を維持するために不可

欠となる PG沢FAに関連した農民の TKが保護される権

利も一次的権利に分類した(同条2項 (a)に対応).た

とえば，在来品種である守口大根を漬物として利用する

方法などの食用としての利用法やその栽培法といった

PGRFAに関連する TKが失われるのを防ぐことにより，

PGRFAの利用と保全が促進される.

次に，一次的権利を補足する権利として，同条2項 (b)

および (c)に規定されている利益配分に参加する権利と

意思決定に参闘する権利を二次的権科に分類した. これ

らのこ次的権利は，一次的権利の実現を支援するための

政策上の描2賓としての側面を持っと考えられる

さらに，農民の貢献から産接的に生まれるものではな

い権利である食料への権利および先住民族・地域社会の権

利等を三次的権利として分類したすなわち，生まれなが

らの権利としての人権に含まれるものがこれに該当する.
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以上のように農民の権利を農民の貢献度により分類す

ることによって，その権科の実現にあたっての擾先度を

明確にすることができる.すなわち，一次的権利が農民

の権利の中核であり，最もその実現が擾先される.ニ次

的権利は一次的権利の実現を支援する政策的措寵であり，

ITPGR第9条2項に明示されているもの以外の措寵も

め，各国は実情に応じた優先度により実現すべきである

と言える.三次的権科については，わが聞においては，

生命に薩接的に関わる食料問題や，一部を除いて先住民

族・少数民族について農民の権利を現時点における喫緊

の課題として扱う必要性は低いと考えられることから，

PGRFAの保全に係る農民の権利を議論する擦には，一次

的権利および二次的権科について議論を進めるべきで

ある.

4. 農民の権利の実現にむけて

ITPGR第9条2項において農民の権利を実現する

は各国政府にあると規定されていることから，基本的に

は農民の権利の実現は閣内的な対応、が主体となる 各国

政府や民間団体等が農民の権利を実現するにあたっては，

知的財産権制度，種子法， ABSに関する法制度，私的契

約，行政的手法，民間の独自取り組み等いくつかの手法

が考えられる.しかしわが国において，他由の例も参

考にしながらゑ体的な施策を検討するにあたって考慮す

べきこととして，第 1は， PGRFAの保全，利用の促進，

ならびに公正で衡平な利益配分という ITPGRの目的に

沿って行う必要がある.第2は， PGRFAに対する知的財

産権制度のような私的権利を強化することにより PGRFA

へのアクセス制限につながる施策をとるべきではないと

考えられることである.すなわち， ITPGRにおいては，

PGRFAに対する各閣の主権的権利を認めた上で，締約国

会議で決定した標準材料移転契約 (Standard Material 

Transfer Agreement)という単一の契約書により PGRFAへ

のアクセス促進と利益記分を行うマルチラテラルシステ

ム (MultilateralSystem，以下「多国間制度jという)を

構築した(大JIIら2010). 表 1に示したように，汀PGR

は?人類共有の財産jの考え方に沿って多国間制度を採

用したと捉えることができ (Brush2005)，所有権を主張

する考え方の対極にあると考えられるからである

(I)農民の権不Ijの実現の事例

1) ITPGR等における手IJ益詑分の実現

農民の権利の考え方が生まれた当初，議論の主要な論

点は遺伝資源の保全コストを生産コストにいかに反映さ

せるかであった.在来品積は農民がその種子を採種・選

抜し保存することを毎年繰り返すことにより保全され

るが， これには保全コストがかかる.たとえば，改良品

種を選択しないで、在来品種を栽培することにより，収穫

量の減少等に伴い収入が減少するコスト，いわゆる機会

費用 (opportunitycost)が発生し，遺倍資源滅失の要因

となっている (Brush1994) この機会費用を生産コスト

に上乗せできれば，理論上は遺伝資源滅失の問題の一つ

の解決策となる (Esquinas2005).たとえば， リンゴを買

う時にリンゴの PGFRAの保全コストを支払うことであ

る.しかし ITPGRにおける金銭的利益配分は，最終的

には保全コストを消費者が負担するのではなく， CBDの

考え方に従って遺伝資源の利用者に負担を求める多国間

制度を採用することで決着した.

ITPGRにおいては第 13条3項および第 18条 5項によ

り，多国間制度を通じて生じる利益は FAOの利益配分基

金に集められ， PGRFAの保全・利用のためのプロジェク

トを通じて特に発展途上国の農民に優先的に配分される.

2009年には 58万USドルの資金により 11プロジェクト

が実施されており， 2010から 2年間に l千万 USドノレの

資金により同様のプロジェクトが実施されることとなっ

ている (FAO2010). 

なお，ノルウェ一政府は，閣内の全種苗販売額の 0.1%，

約 10万ドルに相当する額を毎年， FAOの利主主配分基金

に提供すると表明している (Andersen2009) .また， Brush 

(2005)は，既存の政府開発援助に多国間制度の利益配分

機能を持たせることができるとしており，賛成できる.

2)インドにおける農民の権利の実現

Ramanna (2006)によれば，農民の権利の実現に関し

て意欲的な毘内法を持つインドにおいては，農家の種子

需要全体の約9割が農家自身による自家採綴や交換によ

りまかなわれており，市場を通じて農家が種苗業者の種

子を入手する割合は低い. このため，植物の新品種開発

促進のための品種保護制度に対する関内の差し迫った必

要からではなく， TRIPS協定第 27条 3項 (b)が加盟国

に何らかの品種保護制度を確立すべき義務を課している

ことに対応する必要から，植物品種に対する育種家の知

的財産権を認めるとともに，同時に農民の権利を保護す

る「植物品種と農民の権利を保護する法律 (Protectionof 

Plant Varieties and Farmers' Rights Act) Jが2001年に成立

した. この法律は，次の 4つの権利を含む9つの権利を

農民に認めている.①種子への権利:種子の諸積，貯蔵，

再播種，交換および販売ただし，登録品種の種子を，

その品種名称を表示した袋に入れて販売することはでき

ない.②品種登録の権利:新鋭性がなくても毘別姓，均

一性，安定性の要件を満たせば農民の品種に知的財産権

を取得できる ただし農民の品種がこの基準を満たす

ことは難しい.③報酬と認知の権利:育種家から徴収す

る手数料を国立違法資源基金に集め，遺伝資源を保全す

る農民の支援に使用する.④利益配分の権利:登録品種

の脊成に使用された育種材料の選抜・保全に貢献したこ

とを証明した農民は，国立遺{云資源基金から利益詑分を

受けられる.
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(2)わが国における農民の権利の実現にむけて

rTPGR第9条2項において，締約国はそれぞれの必要

性と優先度に応じて農民の権利を保護・促進するための

措置をとることが求められている.わが国において農民

の権科を実現するために最初になすべきことは， 岡本政

府が，農民の権利の源泉である植物遺倍資源の保全改良

の面での長年にわたる農民の貢献を認めることである.

そのためには，わが国がITPGRに速やかに加入すること

が必要であり，加入することにより国際的に農民の貢献

を認めることにつながる.次に日本国内で農毘の権利の

実現を検討する必要があるが，具体化には多くの議論が

必要なことは言うまでもない.すでに部分的には権利の

実現に関係する活動がなされていることも事実である.

たとえば，広島県農業ジーンパンクによる農家等への「種

子の貸出し事業J(西川 2005)，均一な F1品穏ではなく

遺伝的に多様性の高い酉定種の野菜種子を年間約450種

類販売している埼玉県飯能市の野口種苗(波番2010)，縫

物と人々をめぐる伝統的知識の調査研究や伝承，山村振

興モデルの提案を行っている山梨県北都留郡小菅村の「縞

物と人々の博物館J(www.ppmusee.org)等の例がある.ま

た，わが国の種苗法では，原則として閣に種苗業者の届

け出と発芽率等の一定の表示をすれば種子の販売ができ

(農林水産省2009)，EU加盟国のように新燦性，優良性，

安定性を満たしてナショナルカタログに登録された品種

の種ニ子のみ流通させることができる制度と比較し(西)11

2010)，一次的農民の権利を実現させる環境はより整って

いると言える

このような状況を踏まえ，わが国が今後進めていく必

ると考えられる事項について，既に錦，'ryljに指摘さ

れているものも含め，1;)、下のようなことが当面重要と

えられる.①夜来品種および関連する TKの謂査，例え

ば在来品種およびτKの保存，利殿実態に関する農家へ

のアンケート調査等を実施し，登録を捉進し，統合デー

タベース化を図り，情報発信を行う.②在来品種および

るTK安保存，利用または提供している農家，小

規模種苗業者，趣味閤芸家， NGO等の活動を支援する.

③撞苗法において，登録品種について農家が自家採種で

きる植物の範閤は，食用作物を中心にこれまで通り現状

るとともに，農家や民間の自主的な取り組みを拡

るため，在来品種を含めた種子の奴売や流通に関す

る規制を極力無くす.④在来品種および関連する TKを

した地域内消費の取り組み，例えば地域ブランドの

形成による差別化や農民レストラン等を支援する.⑤農

誌の権利を実現する活動における意思決定過程への農民

の参闘，特に，在来品種の採種，保存，利用に係る活動

における意思決定過程への女性の参画を進める.⑥農民

の権利を実現するための基金を設立すること等である

また，生物資源の持続可能な形での利用・管理等を目的

として環境省と国連大学が提案している思山イニシア

ティブ(環嵯省、・国連大学2010)の中に農民の権利を佼

育成者様、特許権

新品種
遺伝子組換え品種

i段{公的多様性小

中心点を一一一一→;bへ

幾民の権利

在来品穣

既存品穏

遺伝的多様性:大

図4 経済品緩としての新品種と食文化財等としての在米品穏

のバランス

置付け，農民の権利が実現されている箆良事例を広く内

外に紹介する等の取り組みも農民の権利の実現につなが

ると考える.

農業の現状を PGRFAの保全の観点から見ると，図4に

示したように，わが国で、は生産性は高いが遺伝的多様性

の低い新品種の利用に偏っている.戦後わが国では，食

料増産の目的で少数の商業品種による寡占化が進むとと

もに，化学肥料や農薬等を大量に使用する農業が推進さ

れてきた この結果，臨場における PGRFAの多様性が

失われるとともに，カエル， フナ， ドジョウといった生

物が水田を含む関場から姿を消し農業生態系における

生物多様性は著しく損なわれた.水聞には本楽であれば

5668種の生きものがいるとの報告(桐谷 2010)がある

が，メダカに代表される水回生物の多くがレッドデータ

ブック(環境省2003)で取り上げられ，絶滅の危機に醸

している状況となっている 最近，主に環境保全の鏡点

から，盟山イニシアティブの提案や， トキやコウノトワ

が餌場にする水田からとれた米のブランドイヒ等の生物多

様性を向上させるための地域の取り組み事例が報告され

るようになってきた，筆者らは， これらの取り組みによ

り， トキやカエルが水田に戻ってくることに賛同するも

のであるが，その管理者としての農民の権利を実現する

観点から，倒々の里山復活のような部分的な農業生態系

における生物多様伎の復元のみでは十分ではないと考え

ている.すなわち，前述した 6項白の取り組みを実現す

ることはもとより，生産性は低いが食味や栄養師に霞れ

る在来品種も保全し，利用し，提供することやスローフー

ドの取り級みのような地域特有の食文化を復活する活動

を通じて，農民が主役となる地域社会の実現が重要であ

ると考えている.そのためには，後継者が進んで農業を

職業として選択できる安定した農業収入を確保できる社

会環境を作り出していくための農業・農村の振興が喫緊

の重要課題である.昨年から政府は農業・農村の6次産

業化の新たな政策を提案しているが，一方では TPPへの

参加検討のように，農村地域の主役である農民が安心し

て農業に打ち込める社会的，経済的な状況が確保されて
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いるとは言い難い.農業の現場において PGIミFAの保存

を担う農民の社会的，経済的，さらには文化的な安定性

が担保される農村社会の実現こそが PGRFAの保存の近

道である.これらの笑現によって，図 4のバランスを

PGRFAの遺伝的多様性が拡大される方向に向けていくこ

とができると考える

5. 最後に

これまで PGRFAは育種素材として主に生息域外で保

存されてきた.生息域外で保存された PGRFAは，新品

種を保護するための知的財産権制度とともに，わが掴の

育種事業や民間種苗産業を振興する中心的な働きを持っ

ていた. しかし，均一性の高い登録品種の普及を進めた

結果，盟場レベルでの PGRFAの多様性が失われた. こ

のことへの反省から， PGRFAの生息域内保全，つまり農

民の関場における保存の重要性が見直されることとなっ

た.間4に示したように，生産性の高い近代的な農業と

遺伝的多様性の高い農業が補完し合い，バランスのとれ

た農業を振興する必要がある.農民の権利の考え方は，

このような PGRFAを育種家の視点ではなく農民の視点

から見直す過程で生まれてきたといえる.つまり， PGRFA 

は育種素材であるだけでなく食料生産のための穏子(生

産資材)，伝統食そして料理法を含む文化遺産(食材)， 

地域活性化のための資源等として捉えることができる.

図lに示したように， このような多面的な価植を有する

PGRFAを保全し，利用し，提供する主体は，農民を抜き

に考えることはできない.今後，わが国は，農民の権利

の考え方を認めて rTPGRに早期に加入するとともに，農

業政策において農民の権利の笑現を新たな柱のーっとし

て位霞づけ，本論文の提言に沿った具体的な施策を展開

することにより，時代が求めている新たな農業を振興す

る必要があると考える
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